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本研究では，中国地方の地震観測点を対象に，港湾構造物の地震被害と相関が良いとされる速度の PSI
値の地盤増幅度を求めるとともに，サイト増幅特性のパラメータや表層 30mの平均 S 波速度を用いて，地

盤増幅度を予測する経験式を求めた．まず，パーセバルの定理に基づき，経験式の基礎式となる地震動ス

ペクトルと地盤増幅度の関係式を求めた．続いて，中国地方などの地震観測点を対象に PSI 値の地盤増幅

度を評価するとともに，地盤増幅度の評価式に用いるパラメータを収集した．最後にサイト増幅特性のパ

ラメータや表層 30mの平均 S 波速度を用いて，地盤増幅度予測式を求めた結果，良好な予測精度で地盤増

幅度を評価できることが明らかになった． 
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1. 序論 

 

 地震動指標には，波形の最大振幅である最大加速度や

最大速度などの他に，波形の積分値で表される地震動指

標があり，地震時の構造物被害などとの相関が指摘され

ている．波形の積分値から計算される指標のうち，速度

のPSI（Power Spectral Intensity）値は速度波形の二乗値の

時間積分の平方根と定義されており 1)，港湾構造物の被

害との相関が良いことが報告されている．また，速度波

形の二乗値の時間積分にインピーダンス比を乗じた指標

として，入射エネルギー密度 2)と地震波の波動エネルギ

ー3)があり，それぞれの指標に対して，構造物をモデル

化した 1自由度系の応答や地震時の斜面滑り変位量との

関係が調べられている．入射エネルギー密度の定義で説

明されているように，同指標は速度のPSI値（以降，PSI

値）の二乗値にインピーダンス比を乗じて計算できる 2)

ことから，PSI値を評価できれば，入射エネルギー密度

なども計算することが可能となる． 

 以上のように，PSI値やその二乗値と関連した指標は

地震時の構造物被害や斜面滑り変位量と関係する工学的

価値の高い地震動指標であり，PSI値については，経験

的グリーン関数法や地震観測記録による評価がなされて

いる 4)～6)．一方，地震動指標には地盤よる増幅特性が大

きく影響するが，PSI値を対象とした検討は必ずしも多

くない．野津の研究 4)，6)では，経験的グリーン関数法や

震源スペクトルなどによる簡易な式により，地震基盤で

のPSI値が評価されているので，地震基盤を基準とした

地盤増幅度を簡便に評価できれば，地表面のPSI値の予

測に活用でき，また，PSI値と関連する入射エネルギー

密度などの予測においても有用であると考える． 

 本研究では，中国地方などの地震観測点を対象に，

 PSI値の地盤増幅度予測を目的として，距離減衰式によ

る経験的な手法により，対象とした各地震観測点の地盤

増幅度を評価するとともに，サイト増幅特性（地震基盤

を基準としたフーリエスペクトルの増幅度）のパラメー

タや表層の平均 S波速度をパラメータとする地盤増幅度



 

 

予測式を求めた．なお，中国地方を検討対象とした理由

は，著者の一部が，同地方の地震観測点を対象にサイト

増幅特性や地盤構造を評価しており 7)，本研究の解析に

必要なデータが十分蓄積されているためである． 

地盤増幅度予測式の導出に先立ち，パーセバルの定理

に基づき，震源スペクトルやサイト増幅特性のパラメー

タと地盤増幅度の関係を明らかにし，地盤増幅度予測式

を求めるための基礎的な検討を行った． 

続いて，地震観測記録を用いて，距離減衰式の評価結

果をもとに各地震観測点のPSI値の地盤増幅度を求めた．

最後に上述の基礎的な検討結果をもとに，サイト増幅特

性のパラメータや平均 S波速度をパラメータとする地盤

増幅度予測式を求め，予測精度を検証した． 

 

 

2. 地震動スペクトルと地盤増幅度の関係 

 

(1) 地震動スペクトルとPSI値の関係 

PSI値 1)の定義に基づき，地表面のPSI値を次式で表す． 

 

𝑃𝑆𝐼௦ = ඨන 𝑣௦(𝑡)ଶ𝑑𝑡
ஶ

଴

      (1)
 

 

ここに𝑃𝑆𝐼௦は地表面におけるPSI値（cm/s0.5），𝑣௦(𝑡)は

時刻𝑡の地表面における速度（cm/s）である． 

 また，パーセバルの定理より，式(1)の𝑃𝑆𝐼௦は式(2)の

ように表すことが出来る． 

 

𝑃𝑆𝐼௦ = ඨන 𝐹௩௦(𝑓)ଶ𝑑𝑓
ஶ

଴

         (2)
 

 

𝐹௩௦(𝑓)は地表面の振動数𝑓に対する速度フーリエスペク

トル（cm）である．また，地表面の速度フーリエスペ

クトル𝐹௩௦(𝑓)を地震基盤面における速度フーリエスペク

トル𝐹௩௕(𝑓)とサイト増幅特性𝐺(𝑓)の積で表されるもの

とすると，式(2)は式(3)で表される． 

 

𝑃𝑆𝐼௦ = ඨන 𝐹௩௕(𝑓)ଶ𝐺(𝑓)ଶ𝑑𝑓
ஶ

଴

     (3)
 

 

地震基盤面における𝑃𝑆𝐼௕値は次式で定義されるものと

する． 

𝑃𝑆𝐼௕ = ඨන 𝐹௩௕(𝑓)ଶ𝑑𝑓
ஶ

଴

     (4)
 

地震基盤面における速度フーリエスペクトル𝐹௩௕(𝑓)は次

式で表される． 

 

𝐹௩௕(𝑓) = 𝑆௩(𝑓)𝑃(𝑓)             (5) 

 

𝑆௩(𝑓)は速度震源スペクトル，𝑃(𝑓)は震源から地震基盤

までの伝播経路特性であり，𝑆௩(𝑓)は次式8)で表される． 

 

𝑆௩(𝑓) =
𝐶𝑀଴(2𝜋𝑓)

1 + 𝑓ଶ/𝑓௖
ଶ
      (6) 

𝐶 =
𝑅ఏఝ𝐹௦𝑃ோ்ூ்ே

4𝜋𝜌𝑉௦
ଷ

                           (7) 

   

𝐶はラディエーションパターンなどからなる定数，

𝑀଴は地震モーメント，𝑓௖は震源スペクトルのコーナー

振動数である．𝑅ఏఝはラディエーションパターン係数，

𝐹௦は自由地表面の増幅効果を表す係数，PRTITN はエネル

ギー分配係数である．𝜌と𝑉௦は地震波発生層の密度と S

波速度である． 

また，伝播経路特性𝑃(𝑓)は次式で与えられる． 

 

𝑃(𝑓) =
1

𝑋
exp ൬−

𝜋𝑓𝑋

𝑄௦𝑉௦

൰                    (8) 

 

 𝑋は震源距離，𝑄௦は S 波の減衰に関係する𝑄値である．

𝑃(𝑓)の𝑄௦が振動数𝑓に概ね比例する 9)ことから，定数項

𝑄଴と振動数𝑓により，𝑄௦ = 𝑄଴𝑓と表して式(8)に代入す

ると，振動数𝑓に依存しない次式となる． 

 

𝑃଴ =
1

𝑋
exp ൬−

𝜋𝑋

𝑄଴𝑉௦

൰                    (9) 

 

サイト増幅特性𝐺(𝑓)は著者らの研究 10)で用いた次式

で表される擬似サイト増幅特性𝐺௣(𝑓)とした． 

 

𝐺௣(𝑓) = ට1 + ∑ 𝐺௜
ଶ(𝑓)

ே೒

௜ୀଵ
            (10)  

 

𝑖は擬似サイト増幅特性のモード次数，𝑁೒は𝐺௜(𝑓)の数

である．また，𝐺௜(𝑓)は次式で表される． 

 

𝐺௜(𝑓) = ඨ
𝑓௜

ଶ𝑓ଶ

(𝑓௜
ଶ − 𝑓ଶ)ଶ + 4ℎ௜

ଶ𝑓௜
ଶ𝑓ଶ

            (11) 

 

ここに，𝑓௜は擬似サイト増幅特性のピーク振動数，ℎ௜は

ピーク振幅を規定する係数である． 

 



 

 

(2) 地震動スペクトルとPSI値の地盤増幅度 

 PSI値の地盤増幅度𝐹は以下のように，式(3)の𝑃𝑆𝐼௦値

と式(4)の𝑃𝑆𝐼௕値の比として表される． 

 

𝐹 =
𝑃𝑆𝐼௦

𝑃𝑆𝐼௕

=
ට∫ 𝐹௩௕(𝑓)ଶ𝐺௣(𝑓)ଶ𝑑𝑓

ஶ

଴

ට∫ 𝐹௩௕(𝑓)ଶ𝑑𝑓
ஶ

଴

  (12)
 

 

𝐹௩௕(𝑓)に含まれる𝑃(𝑓)を式(9)の𝑃଴とすると，式(12)は次

式となる． 

𝐹 =
ට∫ 𝑆௩(𝑓)ଶ𝐺௣(𝑓)ଶ𝑑𝑓

ஶ

଴

ට∫ 𝑆௩(𝑓)ଶ𝑑𝑓
ஶ

଴

    (13)
 

 

式(13)に式(10)，(11)を代入すると次のようになる． 

 

𝐹 = ඩ
∫ ቄ1 + ∑ 𝐺௜(𝑓)ଶ

ே೒

௜ୀଵ
ቅ 𝑆௩(𝑓)ଶ𝑑𝑓

ஶ

଴

∫ 𝑆௩(𝑓)ଶ𝑑𝑓
ஶ

଴

       
 

 = ඨ
∫ ൛𝑆௩(𝑓)ଶ + ⋯ + 𝐺ே௚(𝑓)ଶ𝑆௩(𝑓)ଶൟ𝑑𝑓

ஶ

଴

∫ 𝑆௩(𝑓)ଶ𝑑𝑓
ஶ

଴

  (14) 

 

ここに𝐺௜(𝑓)に対する地盤増幅度𝐹௜を次式で表す． 

 

𝐹௜ = ඨ
∫ 𝐺௜(𝑓)ଶ𝑆௩(𝑓)ଶ𝑑𝑓

ஶ

଴

∫ 𝑆௩(𝑓)ଶ𝑑𝑓
ஶ

଴

              (15) 

                                

また，式(15)を式(14)に代入すると，次式のようになる．                

 

𝐹 = ට1 + 𝐹ଵ
ଶ + ⋯ + 𝐹ே௚

ଶ
       (16) 

 

式(15)の括弧内の分子，分母の積分値はそれぞれ次式の

ようになる． 

 

න 𝐺௜(𝑓)ଶ𝑆௩(𝑓)ଶ𝑑𝑓
ஶ

଴

=
𝜋ଷ𝐶ଶ𝑀଴

ଶ𝑓௖
ସ𝑓௜

ଶ(𝑓௖ℎ௜ + 𝑓௜)

ℎ௜(𝑓௜
ଶ + 2𝑓௖𝑓௜ℎ௜ + 𝑓௖

ଶ)ଶ
 (17) 

න 𝑆௩(𝑓)ଶ𝑑𝑓
ஶ

଴

= 𝜋ଷ𝐶ଶ𝑀଴
ଶ𝑓௖

ଷ    (18) 

 

式(17)，(18)を，式(15)の地盤増幅度𝐹௜に代入すると次の

式が得られる． 

 

𝐹௜ = ඨ
𝜋ଷ𝐶ଶ𝑀଴

ଶ𝑓௖
ସ𝑓௜

ଶ(𝑓௖ℎ௜ + 𝑓௜)

𝜋ଷ𝐶ଶ𝑀଴
ଶ𝑓௖

ଷℎ௜(𝑓௜
ଶ + 2𝑓௖𝑓௜ℎ௜ + 𝑓௖

ଶ)ଶ 

 = ඨ
𝑓௖𝑓௜

ଶ(𝑓௖ℎ௜ + 𝑓௜)

ℎ௜(𝑓௜
ଶ + 2𝑓௖𝑓௜ℎ௜ + 𝑓௖

ଶ)ଶ
      (19) 

  

以上のように，PSI値の地盤増幅度はサイト増幅特性

のパラメータの他に，震源スペクトルのコーナー振動数

𝑓௖の影響を受ける．地震の規模が大きくなると，𝑓௖が小

さくなり，また，ℎ௜も基本的に0～1の範囲であることか

ら，式(19)に含まれる𝑓௖かℎ௜のべき指数が2以上の項を含

むものを無視すると，式(19)を次式のように近似できる． 

 

𝐹௜ ≒ ඨ
𝑓௖

ℎ௜𝑓௜

        (20) 

  

図-1に式(19)，式(20)から計算した地盤増幅度𝐹௜，図-2

に式(19)，式(20)を式(16)に代入して計算した地盤増幅度

𝐹を示す．擬似サイト増幅特性は1次モードのみとし，

𝑓௜ = 0.5～20Hz，ℎ௜ = 0.05，𝑓௖は1Hz，0.5Hz，0.1Hzの

順に変化させて地盤増幅度を求めた． 

 図-1，図-2を見ると，𝑓௖ = 1Hzでは，2つの増幅度が

6Hz以上，𝑓௖ = 0.5Hzでは3Hz以上，𝑓௖ = 0.1Hzでは1Hz

以上で概ね一致しており，地震規模が大きくなるほど

（コーナー振動数𝑓௖が小さくなるほど），式(19)，式(20)

の対応が良い振動数帯が拡がることが分かる． 

 

 

3. 解析データ 

 

本章では解析対象とした地震の諸元と地震観測点，解

析に用いた地震観測記録の選定条件を説明する． 

 

(1) 解析対象地震と地震観測点 

図-3に解析対象地震の震央と地震観測点の分布，表-1

に解析対象地震の情報を示す．表-1の𝑀௃ெ஺は気象庁11)，

𝑀௪はF-net12)の値である．地震は1997年～2018年に中国地

方とその周辺地域で発生した20地震（地殻内地震は14，

プレート内地震は6）であり，𝑀௃ெ஺は5.0～7.3，震源深

さは7～86kmである．地震観測点の内訳はK-NET105地点，

KiK-net71地点の計176地点である． 

 

(2) 地震観測記録の選定条件 

 地震観測記録の選定にあたり，解析対象とした地震観

測点の震源距離の上限を福島・田中の距離減衰式13)から

計算される最大地動加速度が10cm/s2以上となる震源距離 



 

 

 

図-3 地震観測点と震央分布（★：震央，△：K-NET，▲：

KiK-net） 

 

とした．また，最大地動加速度の範囲は1cm/s2以上

200cm/s2未満とした．選定の結果，解析に用いた地震観

測記録数は1184となった． 

 

4. 地震観測記録による地盤増幅度の評価 
  

本章では，地震観測記録によるPSI値の地盤増幅度の

評価方法と解析結果について説明する． 

 

 (1) PSI値の地盤増幅度の評価方法 

 PSI値の地盤増幅度は以下の距離減衰式を回帰分析に

よって求めることにより，評価した． 

logଵ଴𝑃𝑆𝐼௜௝ = 𝑐ଵ௜ − logଵ଴𝑋௜௝ + ෍ 𝑐ଶ௞𝑋௜௝

ଶ

௞ୀଵ

+ 𝑐ଷ௝ (21) 

 

𝑃𝑆𝐼௜௝はi番目の地震におけるj番目の観測点のPSI値であ

り，水平2成分のうち大きい方の値を用いた．式(21)の

𝑐ଵ௜はi番目の地震の震源に依存する係数，𝑋௜௝はi番目の地

震におけるj番目の地震観測点の震源距離(km)である．

𝑐ଶ௞は距離減衰に関する係数であり，kが1の場合は地殻

内地震，2の場合はプレート内地震に対応する．𝑐ଷ௝はj

番目の地震観測点の地盤増幅に関する係数であり，

𝑃𝑆𝐼௜௝の地盤増幅度𝐹௝は10௖యೕで表される．右辺第2項の幾

何減衰項は地殻内地震に対しては，片岡他14)を参考に震

源距離80kmを境に変化させて解析を行った． 

また，回帰分析の際は既往研究 15)でも基準観測点とし

たKiK-net神石（HRSH11）とKiK-net建部（OKYH05）を

基準観測点とし，これら2地点の𝑐ଷ௝を 0として，拘束条

件とし，基準観測点に対する相対的な地盤増幅度を求め

た．2地点の𝑃𝑆𝐼௜௝は既往研究 15)で求めた地盤情報に基づ

く重複反射理論により，地表面の地震波形から求めた 

 

(1) 𝑓௖ = 1.0Hz              (2) 𝑓௖ = 0.5Hz              (3) 𝑓௖ = 0.1Hz 

図-1  𝑓ଵと式(19)，(20)の地盤増幅度𝐹௜の関係 

 

(1) 𝑓௖ = 1.0Hz              (2) 𝑓௖ = 0.5Hz              (3) 𝑓௖ = 0.1Hz 

図-2 𝑓ଵと式(16)の地盤増幅度𝐹の関係 
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表-1 地震の諸元 

 
 

最下層の解放面の地震波形から計算した値を用いた． 

 

(2) 地盤増幅度の評価結果 

図-4 に PSI 値の地盤増幅度𝐹௝の分布図を示す．𝐹௝の分

布図を見ると，増幅度が 2～5 の地点が最も多く，全体

の約 60%を占めている．次に多いのは増幅度が 2未満の

地点であり，全体の約 21%であった．増幅度が 8以上の

地点は全体の約 4%であり，鳥取県で最も多かった． 𝐹௝

が最も大きい地点は KiK-net 溝口（TTRH03）であり，𝐹௝

が 14.25，次に大きかった K-NET 米子（TTR008）の𝐹௝は

11.43 であった．また，基準観測点以外の地震観測点で

下位 1 位の K-NET 波賀（HYG007）の𝐹௝は 1.10，2 位の

K-NET若桜（TTR001）は 1.17であった． 

 

 

5. サイト増幅特性と平均 S 波速度による地盤増

幅度の評価 
  

本章では，2章で得られた地盤増幅度評価式をもとに

サイト増幅特性のパラメータと，表層30mの平均S波速

度からPSI値の地盤増幅度を評価する式を求めた．  

 

(1) サイト増幅特性による地盤増幅度の評価 

2 章で求めた式(20)の地盤増幅度評価式をもとに，サ

イト増幅特性のパラメータを用いた，経験的な地盤増幅

度予測式を求めた．  

まず，式(20)の両辺の対数をとると，次式が得られる． 

 

logଵ଴𝐹௜ = 0.5(logଵ଴𝑓௖ − logଵ଴ℎ௜ − logଵ଴𝑓௜)      (22) 

 

サイト増幅特性𝐺௜(𝑓)のピーク値1/(2ℎ௜)を𝐺୫ୟ୶と表記

し，式(22)に代入すると， 

 

 logଵ଴𝐹௜ = 0.5(logଵ଴𝑓௖ + logଵ଴(2𝐺୫ୟ୶) − logଵ଴𝑓௜) (23) 

 

1 次モードのみ考え，この式(23)を回帰式の形で表すと

次式が得られる． 

 

logଵ଴𝐹 = 𝑐ଵ + 𝑐ଶlogଵ଴𝐺୫ୟ୶ + 𝑐ଷlogଵ଴𝑓ଵ   (24) 

 

𝑐ଵ，𝑐ଶ，𝑐ଷは回帰係数である． 

式(24)のパラメータのサイト増幅特性の 1 次ピーク振

動数𝑓ଵとその増幅度𝐺୫ୟ୶は著者らの研究成果 16)を利用し

た．図-5，図-6に今回，地盤増幅度の評価に用いたサイ

ト増幅特性の 1次ピーク振動数分布と 1次ピークの増幅

度分布を示す．図-5，図-6 を見ると，1 次ピーク振動数

𝑓ଵが 1Hz未満の地点の半分程度は，鳥取県西部や島根県

東部に見られるが，増幅度𝐺୫ୟ୶は特定の地域に偏らず，

満遍なく分布している． 

図-7に地震観測記録から評価した地盤増幅度（観測値）

と式(24)で求めた地盤増幅度（予測値），表-2に式(24)の

回帰係数と回帰分析の際に得られた観測値と予測値に対

する相関係数，標準誤差を示す．ばらつきはあるものの，

相関係数は 0.859 という高い値になった．また，回帰係

数𝑐ଶ，𝑐ଷに対応する式(23)右辺の第 2 項，第 3 項の係数

を比較すると，近い値になっていることが分かる． 

 

 

図-4 𝐹௝の分布（●～2，●2～5，●5～8，●8～） 

 

図-5 𝑓ଵの分布（●10Hz～，●5～10Hz，●1～5Hz，●～1Hz） 

No 発生日時 震央地名
緯度

(°  )
経度

(°  )
深さ

(km)
M JMA M w

地震
タイプ

1 1997/6/25 18:50:13 山口県中部 34.4400 131.6650 8 6.6 5.8 地殻内

2 1997/9/4 5:15:43 鳥取県西部 35.2617 133.3767 9 5.5 5.2 地殻内

3 1998/5/23 4:49:35 伊予灘 33.7033 131.8417 86 5.4 5.5 プレート内

4 2000/10/6 13:30:18 鳥取県西部 35.2733 133.3483 9 7.3 6.6 地殻内

5 2000/10/8 13:17:55 島根県東部 35.1383 133.1500 7 5.6 5.1 地殻内

6 2000/10/8 20:51:17 島根県東部 35.3683 133.3100 8 5.2 5.0 地殻内

7 2001/1/12 8:00:04 兵庫県北部 35.4650 134.4900 11 5.6 5.2 地殻内

8 2001/3/24 15:27:54 安芸灘 34.1317 132.6933 46 6.7 6.8 プレート内

9 2001/3/26 5:40:53 安芸灘 34.1167 132.7083 46 5.2 5.1 プレート内

10 2002/9/16 10:10:50 鳥取県中部 35.3700 133.7383 10 5.5 5.1 地殻内

11 2006/9/26 7:03:48 伊予灘 33.5050 131.8833 70 5.3 5.3 プレート内

12 2007/4/26 9:02:57 愛媛県東予 33.8883 133.5833 39 5.3 5.0 プレート内

13 2011/6/4 1:57:31 島根県東部 35.0950 132.6700 11 5.2 4.9 地殻内

14 2011/11/21 19:16:29 広島県北部 34.8717 132.8933 12 5.4 5.2 地殻内

15 2013/4/13 5:33:18 淡路島付近 34.4183 134.8283 15 6.3 5.8 地殻内

16 2014/3/14 2:06:51 伊予灘 33.6917 131.8900 78 6.2 6.3 プレート内

17 2016/10/21 14:07:23 鳥取県中部 35.3800 133.8550 11 6.6 6.2 地殻内

18 2016/10/21 14:53:17 鳥取県中部 35.3600 133.8667 9 5.0 4.7 地殻内

19 2018/4/9 1:32:31 島根県西部 35.1833 132.5867 12 6.1 5.6 地殻内

20 2018/6/26 17:00:10 広島県北部 34.9300 132.8717 12 5.0 4.6 地殻内



 

 

 

図-6 𝐺୫ୟ୶の分布（●～5，●5～10，●10～15，●15～） 

 

(2) 平均S波速度による地盤増幅度の評価 

本節では，前節の地盤増幅度予測式をもとに，地盤特

性を表す一般的な指標である平均 S波速度をパラメータ

とする地盤増幅度予測式を求めた． 

神野他 17)は中国地方の地震観測点を対象に表層30mの

平均 S波速度と地盤の固有周期の関係を調べており，平

均 S波速度の常用対数を，地盤の固有周期の常用対数の

1次式で表している．地盤の固有振動数と式(24)の 1次ピ

ーク振動数𝑓ଵが等しいと仮定し，また，サイト増幅特性

𝐺௜(𝑓)のピーク増幅度𝐺୫ୟ୶が表層と基盤のインピーダン

ス比で表されるものとすると，式(24)を次のように表す

ことが出来る． 

 

logଵ଴𝐹 = 𝑐ଵ + 𝑐ଶlogଵ଴

𝜌௕𝑉௦௕

𝜌଴𝑉௦଴

+ 𝑐ଷlogଵ଴𝑉௦ଷ଴  (25) 

 

(𝜌௕𝑉௦௕) (𝜌଴𝑉௦଴)⁄ はインピーダンス比であり，𝜌௕は基盤

の密度，𝑉௦௕は S 波速度，𝜌଴，𝑉௦଴は表層の密度と S波速

度である．𝑉௦଴が分かっている地点は少ないので，𝑉௦ଷ଴

を𝑉௦଴の代替指標とした．また，S波速度に比べて，密度

の値の差が小さいことから，𝜌௕ 𝜌଴⁄ を定数とし，式(25)

を回帰式で表すと次式となる． 

  

logଵ଴𝐹 = 𝑐ସ + 𝑐ହ logଵ଴𝑉ௌଷ଴    (26) 

 

𝑐ସと𝑐ହは回帰係数である． 

式(26)の評価に必要な𝑉ௌଷ଴の計算には，深さ 30m まで

の S 波速度構造が必要だが，今回，解析対象とした K-

NET観測点の大半では，地表から深さ10～20mまでしか

S 波速度の情報が公開されていないため，式(27)の経験

式 18)によって，𝑉ௌଷ଴を求めた． 

 

logଵ଴𝑉ௌଷ଴ = 𝑎 logଵ଴𝑉ௌ௓ + 𝑏 logଵ଴ ௓
𝑉ௌ + 𝑐  (27) 

    

 

図-7 𝐹の観測値と式(24)による予測値の関係 

 

表-2 式(24)の回帰係数と相関係数，標準誤差 

 
 

 

図-8 𝑉௦ଷ଴の分布（●600m/s 以上，●400～600m/s，●200～

400m/s，●200m/s未満） 

 

𝑉ௌ௓は深さ𝑍までの地盤の平均S波速度， 𝑉ௌ௓ はデータの

最深部 𝑍での S 波速度，𝑎，𝑏，𝑐は回帰係数である．𝑉ௌ௓

は式(28)で求めた． 

𝑉ௌ௓ =
𝑍

∑
𝐻௜

𝑉ௌ௜

        (28)
 

 

𝐻௜は i番目の層の層厚，𝑉ௌ௜は i番目の層の S波速度であ

る．一部の鳥取県内の K-NET 観測点は微動アレイ観測

から推定した S 波速度構造 7)から𝑉ௌଷ଴を計算し，KiK-net

観測点の𝑉ௌଷ଴は公開されている S波速度構造の情報を用

いて計算した．  

 図-8の表層 30mの平均 S波速度𝑉௦ଷ଴の分布図から明ら 

かなように，𝑉௦ଷ଴が 200m/s未満の観測点のほとんどが平

野部や沿岸部に位置している．一方，𝑉௦ଷ଴が 200m/s以上 

1

10

1 10

予
測
値

観測値

c 1 c 2 c 3 相関係数 標準誤差

0.201 0.523 -0.407 0.859 0.112



 

 

 

図-9 平均S波速度𝑉ௌଷ଴と𝐹の関係 

 

表-3 式(26)の回帰係数と相関係数，標準誤差 

 

 

の地点は，内陸部にも多く見られる． 

図-9に平均S波速度𝑉ௌଷ と𝐹の関係，表-3に式(26)の回

帰係数と回帰分析の結果，得られた相関係数と標準誤差

を示す．図-9 の赤い実線は，式(26)から計算した回帰直

線である．前節のサイト増幅特性のパラメータから地盤

増幅度を評価した場合に比べると，精度が低いものの，

式(26)の相関係数は0.7以上となり，まずまずの精度で地

盤増幅度を評価できることが明らかになった． 

 

 

6. 結論 
  

本研究では，地震時の港湾構造物被害と相関が良いと

される速度のPSI値の地盤増幅度を中国地方などの地震

観測点を対象に評価するとともに，サイト増幅特性のパ

ラメータや表層30mの平均S波速度から地盤増幅度を評

価する式を求めた． 

まず，パーセバルの定理に基づき，サイト増幅特性と

震源スペクトルなどからなる地震動スペクトルと地盤増

幅度の関係式を求めた．検討の結果，地震の規模が大き

い場合，すなわち，震源スペクトルのコーナー振動数が

小さい場合，PSI値の地盤増幅度をコーナー振動数など

から，簡易な式で計算できることを明らかにした． 

続いて，中国地方と兵庫県の K-NET，KiK-net 観測点

を対象に，地震観測記録からPSI値の地盤増幅度を評価

した結果，KiK-net 溝口や K-NET 米子では，10 倍を超え

る大きな増幅が見られた． 

最後に先に求めた地震動スペクトルと地盤増幅度の関

係式に基づき，サイト増幅特性のパラメータや平均 S波

速度をパラメータとする地盤増幅度予測式を回帰分析に

より求めた．その結果，サイト増幅特性のパラメータに

よる予測式の相関係数は 0.859 という高い値になった．

平均 S 波速度の場合は，相関係数が 0.722 となり，まず

まずの相関が得られた． 

 今回は K-NET，KiK-net 観測点を対象としたが，今後

は気象庁や自治体観測点も解析対象として，同様の検討

を行い，PSI値の地盤増幅度予測式の精度を検証する予

定である． 
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In this study, we evaluated the site amplification factors of velocity PSI values that correlated with earthquake damage to port 

structures in seismic observation sites in Chugoku region, an empirical formula for prediction of site amplification factor was 

obtained using the parameters of the site amplification effect and the average S-wave velocity from the ground surface to 30 m 

depth.  At first, the relation between the seismic motion spectrum and the site amplification factor was obtained based on Parseval's 

theorem. We also evaluated the site amplification factors at site observation sites in Chugoku region and collected the parameters 

used for the prediction formula of the site amplification factors. As a result of evaluating the prediction formulas using the 

parameters of site amplification effect and the average S-wave velocity, it was clarified that the site amplification factors can be 

evaluated with good accuracy. 

 


